
諸外国の公的年金の財政見通しに用いる経済前提について 

• 公的年金は、いずれの国においても長期にわたる持続可能
性を確保する観点から、財政見通しの作成が行われており、
その前提となる「経済前提」が設定されている。 

• 但し、国により、制度の内容、財政見通しの期間、積立水準
及び積立金の運用方法等が異っているため、それぞれの状
況に応じて「経済前提」が設定されている。 

• 経済前提は、基本的には過去の実績の傾向から設定されて
いると想定される。なお、アメリカやカナダ等の一部の国にお
いては、前提の設定にあたり比較的詳細な設定手法が示さ
れている。 

• 欧州委員会〈European Commission〉も年金の将来見通し等
を作成し、前提の作成方法を公開している。 
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アメリカ カナダ イギリス フランス ドイツ スウェーデン フィンランド 日本 

参照対象報告書 2012年信託
基金報告書 

第25次報告
書（2009年12
月31日時点） 

2005年国民
保険基金長
期財政見通し 

2010年４月
公表 第８次
報告書 

2011年年金
保険報告書 

2011年年金
制度年次報
告書 

2011年長期
見通し 

平成21年財
政検証結果
レポート 

財政見通し期間 75年間（短期
は10年間） 

75年間 概ね60年間 概ね40年間 
15年間（短期
は５年間） 

75年間 70年間 概ね100年間 

経済前提（最
終的な数値） 

低コスト 
基本 
高コスト 

楽観的 
基本 
悲観的 

楽観的 
基本 
悲観的 

賃金上昇率、
運用利回り３
通り。 

物価上昇率 
1.80％ 
2.80％ 
3.80％ 

2.3％ 2.87％ 1.7％ 1.0％ 

賃金上昇率
（名目） 

3.3％ 
4.3％ 
5.3％ 

2.9％ 
2.5％ 
2.1％ 

 
 

（
実
質
） 

1.71％ 
1.12％ 
0.51％ 

1.3％ 
1.5％ 
2.0％ 

1.8％ 
1.6％ 
1.5％ 

2.0％ 
1,8％ 
1.0％ 

2.1％  
1.6％ 
1.1％ 

1.9％ 
1.5％ 
1.1％ 

運用利回
り（名目） 
 

4.2％ 
4.1％ 
3.9％ 

（実
質
） 

3.4％ 
2.9％ 
2.4％ 

4.0％ 2.0％ 
5.5％ 
3.25％ 
1.0％ 

4.5％ 
3.5％ 
2.5％ 

3.2％ 
3.1％ 
2.9％ 

積立水準 
（前期末積立金÷期中支出） 

3.54 
（2011年） 

4.05 
（2010年度） 

0.62 
（2010年度） 

一般制度 
0.13  

（2009年） 

0.96月分
（2010年） 

4.1 
（2011年） 

一般被用者 

8.1 
（2010年） 

厚生年金 
4.1 

（2010年度） 

積立金運用方法 全額財務省
特別債券 

債券・株式等 債券・株式等 債券・株式等 債券・株式等 
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